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道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額が前年を上回ったが、自動車販売が前年

を下回るなど、一部に弱い動きが残っている。住宅投資は、前年を上回っている。設備投資

は、基調としては持ち直している。公共投資は、前年を下回っている。観光は、外国人観光

客の増加が続いている。輸出は、アジアや西欧向けなどが増加している。

生産活動は横ばい圏内で推移している。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善

が続いている。企業倒産は件数、負債総額とも増加したが低水準が続いている。
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軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

①大型小売店販売額～３か月連続で増加

６月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋０．３％）は、３か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比▲２．７％）は、衣料品、身

の回り品が前年を下回った。スーパー（同

＋１．０％）は、衣料品、身の回り品、その他

の品目が前年を下回ったが、飲食料品が前年

を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．２％）

は、２１か月連続で前年を上回った。

②乗用車新車登録台数～１５か月連続で減少

６月の乗用車新車登録台数は、１６，７９８台

（前年比▲１．２％）と１５か月連続で前年を下

回った。車種別では、普通車（同＋８．２％）、

小型車（同＋２．８％）は増加したが、軽乗用

車（同▲１２．９％）が減少した。

１～６月累計では、９２，９７３台（前年比

▲１１．７％）と前年を下回って推移している。

普通車（同▲５．９％）、小型車（同▲１０．２％）、

軽乗用車（同▲１７．５％）いずれも前年を下

回っている。

道内経済の動き

― １ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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③札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

６月の札幌ドームへの来場者数は３０９千人

（前年比＋１１．４％）と２か月連続で前年を上

回った。内訳はプロ野球が１８１千人（同

▲３０．１％）、プロサッカーが４０千人（同全

増）、その他が８８千人（同＋３６９．４％）だっ

た。

試合数はプロ野球が６試合（前年差▲４試

合）、プロサッカーは３試合（同＋３試合）。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が３０，１１２

人（前年比＋１６．５％）、プロサッカーが

１３，２３６人（同全増）だった。

④住宅投資～３か月連続で増加

６月の新設住宅着工戸数は、３，２７３戸（前

年比＋４．９％）と３か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲２９．４％）が

減少したが、貸家（同＋８．５％）、持家（同

＋７．１％）が増加した。

１～６月累計では、１４，３０９戸（前年比

＋２．８％）と前年を上回っている。利用関係

別では、貸家（同▲０．５％）が減少している

が、分譲（同＋１９．７％）、持家（同＋２．１％）

が増加している。

⑤民間設備投資～４か月連続で減少

６月の民間非居住用建築物着工床面積は、

１５２，８８４㎡（前年比▲３０．８％）と４か月連続

で前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲４９．０％）、非製造業（同▲２９．４％）とも前

年を下回った。

１～６月累計では、８４１，９２０㎡（前年比

▲１６．９％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲５５．４％）、非製造業（同

▲１２．０％）とも前年を下回っている。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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⑥公共投資～５か月連続で減少

７月の公共工事請負金額は、９５５億円（前

年比▲２２．６％）と５か月連続で前年を下回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲３５．３％）、北

海道（同▲２５．９％）、市町村（同▲０．１％）い

ずれも前年を下回った。

４～７月累計では、請負金額４，５７９億円

（前年比▲１６．０％）と前年を下回って推移し

ている。

⑦来道客数～８か月連続で前年を上回る

６月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，０８３千人（前年比＋２．９％）と８か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、フェ

リー（同▲０．８％）が前年を下回ったが、航

空機（同＋３．３％）、JR（同＋０．９％）が前年

を上回った。

１～６月累計では、５，６５４千人と前年を

３．２％上回っている。

⑧外国人入国者数～２９か月連続で増加

６月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、８１，１１９人（前年比＋４１．２％）と２９か月連

続で増加した。１～６月累計では、５２２，４７６

人（同＋４７．２％）と前年を上回っている。

６月の新千歳空港国際線の輸送旅客数は前

年に比べ３８．７％増加した。路線別では、香港

線、上海線などが増加した。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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⑨貿易動向～輸出は２か月連続で増加

６月の道内貿易額は、輸出が前年比１４．２％

増の３７６億円、輸入が同０．８％減の９３３億円

だった。

輸出は、自動車の部分品などが減少した

が、鉱物性タール及び粗製薬品や有機化合

物、鉄鋼などが増加し、２か月連続で前年を

上回った。輸入は、石油製品などが増加した

が石炭などが減少し、２か月ぶりに前年を下

回った。

⑩鉱工業生産～３か月ぶりに上昇

６月の鉱工業生産指数は９６．０（前月比

＋４．７％）と３か月ぶりに上昇した。前年比

（原指数）では＋０．７％と１５か月ぶりに上昇し

た。

業種別では、前月に比べ、窯業・土石製品

工業など２業種が低下したが、電気機械工

業、鉄鋼業、金属製品工業など１３業種が上昇

した。

⑪雇用情勢～改善が続く

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．９１倍（前年比＋０．１２ポイント）と６５か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比８．１％の増加とな

り、６５か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋８．８％）、サービ

ス業（同＋１５．９％）、卸売業・小売業（同

＋６．７％）などが増加した。

道内経済の動き

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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⑫名目賃金指数～３か月連続で低下

５月の名目賃金指数（規模５人以上）は、

現金給与総額が８６．０（前年比▲０．５％）とな

り、３か月連続で前年を下回った。現金給与

総額のうち、きまって支給する給与は９８．８

（同▲１．２％）となり、４か月連続で前年を下

回った。

⑬倒産動向～件数は５か月ぶりに増加

７月の企業倒産は、件数が２９件（前年比

＋２０．８％）、負債総額が５０億円（同＋３８．０％）

となった。件数は５か月ぶりに増加、負債総

額は２か月連続で前年を上回った。

業種別では、サービス・他が９件、製造業

が７件などとなった。

⑭消費者物価指数～３か月連続で低下

６月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は１０４．３（前年比▲０．６％）と、３か

月連続で前年を下回った。

１０大費目別では、食料（前年比＋２．５％）

など６費目が前年を上回った。一方、光熱・

水道（同▲５．５％）交通・通信（同▲２．６％）

など４費目が前年を下回った。

道内経済の動き

― ５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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１．道内景気の現状判断

道内景気の現状は、「回復」とみる企

業（１６％）が「悪化」とみる企業

（１５％）をわずかに上回り、景気判断DI

はプラス１となった。一方、「横ばい状

態」とみる企業（６９％）は７割弱と多数

を占めた。

２．道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「平成２７

年中」が４８％となった。「平成２８年中」

（２８％）および「平成２９年以降」（２４％）

は合わせて５２％となり、慎重な見方をす

る企業も半数を超えた。

３．懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料は「個人消費の

動向」（６１％）、「原材料価格の動向」

（５５％）、「国内景気の動向」（５４％）の順

となった。

４．円安の影響

円安により「悪い影響がある」企業は

４２％と、前回調査（平成２５年７月、

４８％）より６ポイント低下したものの４

割を超えた。具体的には「原材料価格の

上昇」（７６％）、「燃料費の上昇」（５６％）の

順となった。一方、「良い影響がある」

企業は４％に留まった。

特別調査

景況感、「横ばい」とみる企業が７割弱
道内景気の動向と円安の影響

〈図表１〉景気判断DIの推移
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1 道内景気の現状と先行きについて

〈図表３〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�回復している １６ １６ ２１ １５ １１ １５ １６ １６ １０ １８ １９ １８ １９

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （１６）（１６）（２１）（１５）（１１）（１５）（１６）（１６）（１０）（１８）（１９）（１８）（１９）

�横ばい状態 ６９ ６６ ６７ ６５ ５７ ７８ ７０ ７０ ６５ ６７ ７３ ７８ ７２

�悪化している １５ １８ １２ ２０ ３２ ７ １４ １４ ２５ １５ ８ ４ ９

（緩やかに悪化） （１４）（１７）（１２）（１５）（３２）（７）（１３）（１３）（２２）（１３）（８）（４）（９）

（急速に悪化） （１）（１）（－）（５）（－）（－）（１）（１）（３）（２）（－）（－）（－）

景気判断DI�－� １ △２ ９ △５ △２１ ８ ２ ２ △１５ ３ １１ １４ １０

前年同時期 景気判断DI １９ １１ △１０ ５ ２４ ３３ ２２ ３９ １８ １３ １５ １３ １８

〈図表４〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�平成２７年 ４８ ４７ ４１ ５３ ５０ ４８ ４８ ４４ ４８ ５１ ４５ ５６ ５３

（６月以前） （１９）（１７）（２１）（７）（１８）（１３）（２０）（２３）（１０）（１７）（２１）（２２）（２９）

（７～９月） （１０）（１１）（７）（１３）（１６）（９）（１０）（１０）（１１）（１５）（３）（２２）（４）

（１０～１２月） （１９）（１９）（１３）（３３）（１６）（２６）（１８）（１１）（２７）（１９）（２１）（１２）（２０）

�平成２８年 ２８ ３１ ３８ ２６ ２５ ３０ ２７ ２６ ３５ ２６ ２４ ２２ ２２

（１～３月） （５）（４）（５）（－）（－）（９）（６）（５）（６）（９）（３）（５）（８）

（４～６月） （１７）（２２）（３３）（１３）（１６）（２１）（１５）（１０）（２１）（１３）（１８）（１７）（１４）

（７～９月） （４）（４）（－）（１３）（６）（－）（４）（９）（６）（２）（－）（－）（－）

（１０～１２月） （２）（１）（－）（－）（３）（－）（２）（２）（２）（２）（３）（－）（－）

�平成２９年１月以降 ２４ ２２ ２１ ２１ ２５ ２２ ２５ ３０ １７ ２３ ３１ ２２ ２５

〈図表２〉項目別の要点

（項 目） 要 点

�現状判断 景気判断DIは、ホテル・旅館業（＋１４）、運輸業（＋１１）など７業種がプラス水準の一
方、鉄鋼・金属・機械（△２１）、卸売業（△１５）などでマイナス幅が大きい

�回復時期 「平成２７年中」とみる企業はホテル・旅館業（５６％）など５業種で５割台。「平成２８年中」
は食料品（３８％）など、「平成２９年以降」は運輸業（３１％）などで比較的多い
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「個人消費の動向」の推移
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２

〈図表５〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�個人消費の動向（６１％） ＋１ 卸売業（６９％）が１３ポイント上昇するなど、非製造業（６２％）で最多

�原材料価格の動向（５５％） ＋１ 製造業（７３％）で最多。食料品製造（８４％）、木材・木製品（８０％）は８割台

�国内景気の動向（５４％） ＋１ 建設業（６３％）で比較的ウェイト高い

�原油価格の動向（５４％） ＋５ 運輸業（９４％）が特に高率。燃料店を中心に小売業（６１％）も大幅に上昇

�電気料金の動向（４７％）※ － 食料品、鉄鋼・金属・機械（ともに６３％）など、製造業（６０％）でウェイト高い

�公共投資の動向（４６％） ＋１ 公共投資依存度が高い建設業（７４％）、鉄鋼・金属・機械（７１％）で最多

景気先行きの懸念材料

〈図表６〉景気先行きの懸念材料（上位６項目）の推移

※「原材料価格の動向」は平成２６年、「電気料金の動向」は平成２７年からそれぞれ調査項目に追加。
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〈図表７〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�個人消費の動向
①
６１
（６０）

③
５８
（５４）

②
７４
（７９）

③
５０
（３６）

４５
（３０）

５４
（６７）

①
６２
（６２）

５２
（４６）

①
６９
（５６）

①
６８
（８９）

②
６０
（５８）

①
８２
（７３）

①
５９
（６７）

�原材料価格の動向
②
５５
（５４）

①
７３
（７６）

①
８４
（８８）

①
８０
（５５）

②
６３
（７３）

②
６５
（８１）

④
４８
（４６）

③
６２
（５７）

②
５６
（４６）

３１
（２９）

２９
（３９）

②
６８
（６４）

４０
（４５）

�国内景気の動向
③
５４
（５３）

④
５４
（５５）

５６
（６２）

②
５５
（４６）

５５
（５４）

５０
（５２）

③
５３
（５２）

②
６３
（６０）

４７
（４４）

４６
（５２）

③
５１
（４６）

４６
（５０）

①
５９
（５２）

�原油価格の動向
③
５４
（４９）

⑤
４６
（４８）

４９
（５２）

３５
（４６）

４０
（４３）

③
５８
（５２）

②
５６
（４９）

４０
（３８）

③
５４
（４０）

②
６１
（４６）

①
９４
（９１）

③
５９
（６８）

５５
（５０）

�電気料金の動向（※）
⑤
４７

②
６０

③
６３ ３５

②
６３

①
６９

⑥
４２ ３２ ４３

③
４８ ２０

③
５９

③
５７

�公共投資の動向
⑥
４６
（４５）

⑥
４０
（３７）

１４
（２１）

３０
（４１）

①
７１
（５４）

４６
（３３）

④
４８
（４７）

①
７４
（７６）

３６
（４４）

３６
（２９）

４６
（３６）

１４
（１４）

４８
（４５）

�雇用の動向 ３２
（３１）

２８
（２８）

４０
（３８）

１０
（２３）

２４
（３０）

３１
（１０）

３３
（３２）

３４
（３９）

２２
（２５）

２９
（２９）

４３
（３６）

４１
（１８）

４３
（３６）

	物価の動向 ２６
（２５）

２７
（２５）

４０
（２９）

１０
（１４）

２１
（１９）

２７
（４３）

２５
（２５）

１９
（２８）

２４
（２２）

３２
（２５）

１１
（６）

２３
（３２）

４０
（３１）


設備投資の動向 ２１
（１９）

１９
（１６）

９
（１０）

５
（５）

３２
（３０）

２７
（１９）

２２
（２０）

３５
（３０）

２５
（２４）

１４
（１３）

９
（１２）

１４
（９）

１７
（１４）

�為替の動向 ２０
（１５）

２４
（２１）

３３
（１９）

３５
（２３）

１３
（１９）

１９
（２４）

１８
（１３）

６
（８）

３１
（１９）

１９
（１１）

２６
（１２）

５
（１４）

２２
（１６）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 １９

（２７）
１８
（２７）

１９
（２９）

１５
（３２）

１６
（２２）

２３
（２９）

１９
（２７）

１０
（２１）

２８
（３５）

１５
（２９）

２３
（２７）

９
（２７）

２６
（２４）


住宅投資の動向 １９
（１９）

２１
（１９）

７
（７）

③
５０
（５０）

２１
（１６）

２３
（１４）

１８
（１８）

２７
（２９）

２９
（２４）

１０
（９）

３
（１２）

５
（５）

１０
（１４）

�政局の動向 １３
（１４）

１２
（１０）

１２
（１０）

５
（５）

１１
（１４）

１９
（１０）

１３
（１５）

１６
（１８）

１１
（１３）

１０
（１６）

１１
（１２）

－
（１４）

２１
（１６）

�中国経済の動向 １３
（１３）

１９
（１４）

２６
（１７）

２５
（２３）

１１
（１１）

１５
（５）

１０
（１３）

６
（６）

１１
（１９）

１４
（７）

３
（９）

２３
（２７）

１４
（１９）

�金融機関の融資姿勢 １２
（１４）

１３
（２０）

１４
（１９）

１０
（１８）

１６
（３０）

８
（５）

１１
（１２）

１２
（１４）

１１
（１３）

９
（１３）

１４
（２４）

１４
（９）

１０
（２）

�株価の動向 １２
（９）

１４
（８）

１６
（７）

－
（５）

１１
（８）

２７
（１４）

１０
（１０）

８
（８）

７
（１０）

１４
（１１）

１４
（３）

５
（－）

１６
（１９）

�金利の動向 １１
（１２）

１３
（１３）

１６
（１７）

５
（９）

１１
（５）

１５
（２４）

１０
（１１）

８
（１３）

８
（９）

１７
（１１）

９
（９）

５
（９）

１４
（１２）

�欧米経済の動向 ６
（５）

８
（５）

１４
（５）

１０
（５）

３
（５）

４
（５）

６
（６）

５
（４）

４
（９）

１０
（４）

３
（３）

５
（－）

７
（９）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査、※は前年調査項目なし
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円相場の推移（東京市場）

（資料）日本銀行、円相場は対米ドル、インターバンク中心相場の月中平均値。

3 円安の影響について

（項 目） 要 点

�海外取引の有無 海外取引のある企業は１５％で、木材・木製品（５３％）、食料品製造業
（３８％）などで多い。

�円安による影響 「良い影響がある」企業はホテル・旅館業（１６％）で比較的多い。製造
業は「悪い影響がある」（５２％）が５割超を占める

�影響の具体的内容 「原材料価格上昇」（７６％）が最多。「燃料費上昇」（５６％）は前回調査（平
成２５年７月）に比べ１５ポイント低下

�悪影響に対する対策 「経費削減」（５７％）が７業種で最多。「販売価格へ転嫁」（４８％）は、卸売
業（８３％）や食料品製造（５３％）などが前回より大幅に上昇

〈図表８〉項目別の要点

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�海外取引あり １５
（１５）

２５
（３３）

３８
（３９）

５３
（６０）

１１
（２０）

４
（１５）

１２
（９）

３
（－）

２２
（２０）

２２
（１９）

６
（６）

－
（５）

９
（５）

（輸出・輸入あり） ３
（３）

５
（９）

７
（１２）

１１
（１０）

３
（１０）

－
（－）

２
（１）

１
（－）

３
（２）

２
（－）

３
（３）

－
（－）

２
（２）

（輸出のみ） ２
（１）

６
（４）

１２
（７）

－
（－）

５
（３）

－
（４）

１
（－）

１
（－）

－
（－）

３
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

（輸入のみ） １０
（１１）

１４
（２０）

１９
（２０）

４２
（５０）

３
（７）

４
（１１）

９
（８）

１
（－）

１９
（１８）

１７
（１９）

３
（３）

－
（５）

７
（３）

�海外取引なし ８５
（８５）

７５
（６７）

６２
（６１）

４７
（４０）

８９
（８０）

９６
（８５）

８８
（９１）

９７
（１００）

７８
（８０）

７８
（８１）

９４
（９４）

１００
（９５）

９１
（９５）

（ ）内は前回調査（平成２５年７月）の数値

〈図表９〉海外取引の有無について
（単位：％）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�良い影響がある ４
（３）

４
（６）

７
（５）

５
（５）

－
（１４）

４
（－）

４
（２）

２
（１）

２
（２）

７
（－）

６
（－）

１６
（１２）

３
（５）

�悪い影響がある ４２
（４８）

５２
（５５）

５９
（７１）

６５
（５７）

３６
（４５）

５４
（４２）

３８
（４５）

３２
（３５）

４６
（５４）

５２
（４８）

４７
（７８）

２６
（１８）

２１
（３６）

�良い、悪いが同程度 １３
（１５）

１７
（１９）

１７
（１２）

１５
（３３）

１９
（１７）

１５
（１９）

１２
（１４）

９
（１２）

１３
（１３）

１１
（２０）

９
（３）

３２
（４１）

９
（９）

�特に影響はない ４１
（３４）

２７
（２０）

１７
（１２）

１５
（５）

４５
（２４）

２７
（３９）

４６
（３９）

５７
（５２）

３９
（３１）

３０
（３２）

３８
（１９）

２６
（２９）

６７
（５０）

（ ）内は前回調査（平成２５年７月）の数値

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�原材料価格の上昇によ
る収益の悪化

①
７６
（７３）

①
８６
（８３）

①
８７
（８６）

①
９４
（９０）

①
８３
（７１）

①
７９
（８１）

①
７１
（６８）

①
８２
（８３）

①
８２
（８１）

①
６４
（６８）

②
３６
（３７）

①
６７
（６７）

①
７１
（６２）

�燃料費の上昇による収
益の悪化

②
５６
（７１）

②
６１
（７３）

②
５７
（９２）

②
５０
（３５）

②
６３
（６７）

①
７９
（８８）

②
５４
（７０）

②
６８
（８８）

③
３０
（４９）

②
３８
（４７）

①
９６
（９７）

③
４７
（８３）

②
６３
（７２）

�販売商品の値上げによ
る売上の減少

③
２５
（２２）

③
２５
（１７）

③
４１
（２５）

③
２２
（２５）

４
（－）

③
２１
（１３）

③
２５
（２５）

③
２０
（１３）

②
４１
（４２）

②
３８
（５５）

５
（－）

－
（－）

③
２１
（１０）

�取引先の業績悪化によ
る間接的な悪影響（※）

１３ １８ １４
③
２２

③
２１

③
２１ １１ ６ １８ ７ － １３

③
２１

�外国人観光客の増加に
よる売上増加

９
（６）

８
（３）

１９
（３）

－
（－）

－
（－）

５
（１３）

９
（７）

６
（－）

－
（５）

２
（３）

９
（７）

②
５３
（５０）

１３
（７）

�販売商品の値上げによ
る収益改善（※）

７ ２ ５ － － － ９ ８ １６ ７ － ７ １３

�取引先の業績回復によ
る間接的な好影響（※）

５ ６ ３ － １３ １１ ５ ４ ７ ５ － ７ ８

	自社製品の価格競争力
の向上

３
（５）

７
（１３）

８
（１１）

１１
（１５）

４
（１４）

５
（１３）

１
（１）

－
（－）

５
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（３）


外貨建て資産の為替差
益発生

３
（４）

３
（５）

５
（３）

６
（５）

－
（１０）

－
（６）

４
（４）

４
（８）

－
（５）

５
（－）

９
（３）

７
（８）

－
（－）

�その他 ３
（３）

１
（２）

－
（－）

－
（５）

－
（５）

５
（－）

４
（３）

２
（－）

２
（－）

５
（－）

５
（－）

７
（８）

４
（１７）

（ ）内は前回調査（平成２５年７月）の数値、※は新たに追加した項目

〈図表１０〉円安による影響について
（単位：％）

〈図表１１〉円安による影響の具体的内容（複数回答）
（単位：％）
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。

調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。

調査内容
道内景気の現状と先行きおよび円安の影響につい
て

回答期間
平成２７年５月中旬～６月中旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４６５ １００．０％
札幌市 １７６ ３７．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９６ ２０．６
道 南 ４５ ９．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ７１ １５．３ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７７ １６．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ７１５ ４６５ ６５．０％
製 造 業 ２１０ １２８ ６１．０
食 料 品 ７０ ４３ ６１．４
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２０ ５７．１
鉄鋼・金属製品・機械 ６５ ３９ ６０．０
そ の 他 の 製 造 業 ４０ ２６ ６５．０
非 製 造 業 ５０５ ３３７ ６６．７
建 設 業 １３５ ９０ ６６．７
卸 売 業 １１０ ７２ ６５．５
小 売 業 ９５ ５９ ６２．１
運 輸 業 ５０ ３６ ７２．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２２ ６２．９
その他の非製造業 ８０ ５８ ７２．５

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業
その他の
非製造業

�経費削減による利益確
保

①
５７
（６３）

①
５９
（６４）

①
７１
（７９）

②
３３
（２４）

①
５４
（５６）

①
６５
（８１）

①
５６
（６２）

①
５３
（４９）

②
５５
（５０）

②
５１
（６９）

①
７９
（７７）

①
６７
（８０）

①
４５
（６７）

�販売価格への転嫁
②
４８
（３７）

②
４９
（４０）

②
５３
（３２）

①
５３
（７１）

②
３８
（２８）

②
５３
（３８）

②
４８
（３５）

③
２７
（３１）

①
８３
（５８）

①
６０
（５１）

②
３２
（１０）

②
４４
（１０）

③
２５
（２１）

�仕入取引の見直しによ
る収支改善

③
２８
（２７）

③
２６
（２６）

③
３２
（２１）

②
３３
（１８）

１３
（２２）

③
２４
（５０）

③
２９
（２７）

２２
（２８）

③
４３
（３３）

③
３１
（３６）

５
（１３）

②
４４
（４０）

③
２５
（１３）

�特に行っていない ２０
（１５）

２０
（１４）

２１
（１２）

７
（１２）

③
３３
（２２）

１２
（１３）

２０
（１５）

②
２９
（２６）

５
（１０）

１７
（３）

③
２１
（１７）

２２
（－）

②
３５
（２９）

�国内生産の拡充 ３
（４）

４
（８）

３
（３）

２０
（２４）

－
（－）

－
（１３）

２
（２）

２
（３）

３
（８）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１０
（－）

�為替予約等の活用 ３
（３）

６
（７）

６
（６）

１３
（１２）

４
（１１）

－
（－）

２
（２）

２
（－）

－
（３）

３
（３）

５
（３）

－
（－）

－
（－）

�海外市場への販売強化 １
（０）

１
（－）

３
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１
（１）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１１
（１０）

－
（－）

	その他 １
（２）

１
（－）

－
（－）

－
（－）

４
（－）

－
（－）

１
（３）

－
（－）

－
（－）

３
（８）

－
（７）

－
（１０）

－
（－）

（ ）内は前回調査（平成２５年７月）の数値

〈図表１２〉悪い影響への対応策（複数回答）
（単位：％）

調 査 要 項
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道内企業の景況感は、公共工事予算の減少などを受けて「横ばい状態」とみる企業が前年

調査に比べて増加しました。円安による影響については、輸入原材料価格や燃料費の上昇な

どの悪影響への懸念が根強く残っています。一方で、観光関連業種では外国人客の増加の恩

恵を受けているほか、道産農産物や国産の機械器具を選ぶ顧客が増えてきているという声が

寄せられています。このような動きから、円安によるメリットを享受するための取り組みを

強化することが経営のポイントと言えそうです。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．道内景気の現状と懸念事項について

＜製粉業＞ 道内においては、観光客の増加

による明るさは一部にあるが、円安の影響や

実質賃金の減少もあり、道外の大都市圏との

温度差はかなりある。

＜水産加工業＞ 国内景気は上向いているよ

うだが、道内では好況感は感じられない。円

安は大多数の道内製造業において原材料価格

の上昇につながっている。さらに、電気料金

の値上げが各企業の収益を悪化させており、

個人消費にも悪影響が及んでいる。

＜製材業＞ 大手企業の業績は回復している

と聞いているが、中小企業、特に北海道では

原材料価格や燃料価格の上昇、人手不足と

いったネガティブな話題が多い。

＜金属製品製造業＞ 防災関連の公共事業に

は期待しているが、土木関係の工事は今後減

少すると見ている。そのためにも海外展開が

必須であると捉えている。

＜金属製品製造業＞ 公共事業の労務単価な

どは少しずつ上がり始めたところであるが、

依然として製品単価は横ばいであり、光熱費

が上昇している製造業にとっては厳しい状況

が続いている。

＜機械器具製造業＞ 技術系の若い人材の道

外流出を強く感じている。一度本州へ行って

しまうと、給与水準の差もありなかなか戻っ

てこない。若年人口の減少が経済縮小の大き

な要因といえる。

＜建設業＞ 公共事業は国、道、市町村の予

算を見る限り大きく期待できず、道内景気の

減速・低迷要因とならないか懸念している。

＜鉄骨工事業＞ インフラ整備を中心に公共

事業の先が見えないので、人員の増員や機材

への投資を見送っている。

＜電気通信工事業＞ 道内経済は未だに公共

投資増減の影響が大きい。１５年度は公共投資

の減少が見込まれ、先行きは明るいとは言え

ない。北海道新幹線開業の好影響は一部の地

域、産業にとどまると考えている。

経営のポイント

円安メリット享受の取り組みが重要
〈企業の生の声〉
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＜建材卸売業＞ 建築資材において円安は不

利に働くため、仕入ルートの見直しを進めて

いきたい。道内の景況感は、個人にとって将

来の生活設計を立てづらい状況であり、今後

の住宅投資も含め向上感はない。

＜機械器具卸売業＞ 道内景気は観光や外食

産業などでインバウンド需要が旺盛である

が、内需に結びつかない気がしている。先行

き不透明感が払拭できていない。

＜化学製品卸売業＞ 企業にとっては、電気

料金の値上げが収益を大きく圧迫している。

また、人手不足の企業も出ており、働く人が

いなくて廃業というようなことも考えられ

る。長期的には企業の数は大きく減少する可

能性が大きい。

＜大型小売店＞ 所得が上昇するためには企

業の売上が伸びていかないと無理だろう。そ

のためにも地方創生を強力に進めてほしい。

＜事務用品小売業＞ 原材料価格の上昇は当

分続きそうであり、販売価格にどれだけ転嫁

できるか。道内の景気はまだ良くなっている

とはあまり感じられないが、今年後半には

徐々に上向きになるのではと思われる。

＜運輸業＞ 景気は最悪期からは抜け出した

ように感じるが、ここにきて人手不足の問題

が色濃くなってきており、景気回復の阻害要

因となりかねない。官民一体となった対応策

の構築が急務である。

＜運輸業＞ 運輸業界にとって、一番の懸念

材料は燃料費の高騰。現在は落ち着いている

が、今後の原油価格と為替の動向によって

は、重複して影響を受けることもありうる。

＜建設コンサルタント＞ 十数年後には建設

後５０年以上経過する道路橋や河川施設が全体

の６割に達する見込みであり、老朽化対策を

集中的に行う必要がある。費用対効果が高い

新技術を駆使した工事が一層重視される時代

になるだろう。

＜廃棄物処理業＞ 雇用情勢は回復しつつあ

るが、賃金水準は低位のままであり個人消費

は力強さに欠ける。原油価格は世界情勢如何

でいつまた高騰するか分からず、さらに、電

気料金引き上げが企業体力を奪う恐れが大き

い。これらにより先行きは不透明と判断する。

＜建設機械器具リース＞ アジア圏からの観

光客が増えて道内経済に大きな影響を与えて

いる。しかし、近年は中国経済の成長率も低

下傾向が予想されており、先行きを懸念して

いる。

２．円安の影響について

＜水産加工業＞ 内需向けの製品が中心のた

め、円安は原材料価格の高騰を招き収益の悪

化をもたらしている。

＜製材業＞ 輸入材を多く扱っているので為

替の影響は大きい。ある程度は価格転嫁でき

ているが、更に円安が進むと厳しい。為替相

場が戻るまでは極力在庫は持たない方針。

経営のポイント

― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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＜金属製品製造業＞ 円安が原材料価格に影

響している。経費削減に努めて製品価格を維

持しているのが現状。

＜肥料製造業＞ 輸入原材料価格の高騰を受

けて製品販売価格が高くなる。一方で工場の

主燃料である重油価格にも影響があるため、

燃料使用の効率化を図る必要がある。

＜印刷業＞ 円安は日本経済全体にとっては

プラス。しかし、個別の企業にとっては、電

気代・材料費の値上げにつながり、価格転嫁

が厳しい状況下では収益悪化の要因となって

いる。

＜建設業＞ 円安により海外からの輸入資材

や燃料の価格が高くなり始めている。現在は

さほど影響ないが、今後は不透明。

＜建設業＞ 完成まである程度の時間を要す

る工事においては、途中で原材料価格が値上

げされたとしても、契約済みの工事代金に反

映させることは難しい。

＜電気通信工事業＞ 円安は資材、燃料等の

コスト上昇要因であり、調達窓口の集約や一

般管理費削減を実施していく。

＜機械器具卸売業＞ 輸入機械の価格が上昇

し、販売に苦戦している。ただし、国産機を

選択するユーザーが以前に比べて増えつつあ

る。

＜履物卸売業＞ これまでは仕入価格の上昇

分を価格転嫁できており収益が改善している

が、今後も価格転嫁を続けると商品が売れな

くなることが懸念される。国内調達をさらに

増やす必要がある。

＜穀物卸売業＞ 円安に伴い外国産の大豆、

小豆が値上がりしており、道産品との価格差

が少なくなり、道産品へユーザーが回帰して

きている。今後の為替動向がどうなるのか注

視している。

＜眼鏡店＞ 外国人観光客の需要を取り込み

たいが、業種柄なかなか難しく方策を検討し

ている。円安による仕入などへの影響は今の

ところ出ていない。

＜大型小売店＞ 輸出産業の少ない北海道に

とって円安はデメリットの方が多い。生産性

の低い北海道では政策的に支援するスキーム

が求められる。

＜運輸業＞ 内需型産業の多い北海道におい

て円安は不安材料。輸出増加やインバウンド

観光の恩恵は一部に留まる。

＜建設コンサルタント＞ エネルギーコスト

の上昇が予想されるが、ハイブリッド車等の

導入や、照明のLED化等を積極的に進めて悪

影響の低減を図る。

経営のポイント

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

北洋銀行地域産業支援部

１．「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１５」の概要
北洋銀行は、“北海道のものづくり産業の振興”をより一層推進するため、関係機関のご支援
ご協力をいただいて平成２７年７月２３日�、アクセスサッポ
ロにおいて“東日本最大規模”となる「北洋銀行ものづく
りテクノフェア２０１５」を開催いたしました。
９回目の開催となる今回は、道内外の中小企業をはじ

め、大学、高専、研究機関、支援機関等過去最多となる
２０９の企業・団体にご出展いただきました。
おかげさまで、４，４００名の方にご来場いただき、優れた

技術や製品を直接見ていただきました。また、２０の商談専
用ブースにおいて２６０件の商談が実施されました。道内中
小企業の皆様の販路拡大支援や産学官連携など精度の高い
ビジネスマッチングの場をご提供できたものと思っており
ます。
また、第１回「ほっかいどう受発注拡大商談会」（主催：

（公財）北海道中小企業総合支援センター、（一社）北海道
機械工業会）および、「道内企業と道内大学、高専、公設
試の共同研究発掘フェア」（主催：国立大学法人北海道大学
ほか）を同日開催しており、こうした連携を深めることで
相乗効果を上げ、より多くのビジネスチャンスを創出する
ことができました。

２．今年のテクノフェアの特徴
今年のものづくりテクノフェアの特徴を３つ申し上げます。
第一点目は、道内外の広域連携であります。道内からは「産・学・官・金」の連携のもと、道
内９大学、道内４高専をはじめ、北海道経済産業局様、胆振総合振興局様より紹介された皆様か
らご出展いただきました。金融機関では、青森銀行様、札幌信用金庫様、旭川信用金庫様、帯広
信用金庫様、苫小牧信用金庫様のお取引先にもご出展いただきました。道外企業では、昨年に引
続き大田区産業振興協会様をはじめ、東北地区、静岡県、愛知県、三重県から計３９社にご出展い
ただきました。
また、今回は道内外の企業による「ものづくり対決」をテーマに掲げ、東京都大田区の“下町
ボブスレー”と、道内メーカーの“農業機械”を併設展示し、双方の技術力をご堪能いただきま
した。本フェアをきっかけに、北海道とものづくり先進地区との産業交流を更に活発化させ、今
後も「ものづくり連携」を促進していきたいと考えております。
第二点目は、イノベーションファンド投資企業の出展です。道内にはチャレンジ精神に溢れ、
新事業展開・新商品開発を進めている企業が数多くあります。当行では議決権のない種類株で出
資する「北洋イノベーションファンド」を組成し、既に２２社に投資しております。当日はそのう
ちの９社に出展いただきました。
そして第三点目は「地方創生」への取り組みです。当日は、札幌工業高校・札幌琴似工業高

校・小樽工業高校・北海道職業能力開発大学校の学生１８０名をご招待し、ものづくり企業の技術
力を直接見ていただきました。
来場した学生の皆さんには、道内ものづくり企業のトップの方によるセミナーを用意し、「も
のづくりの魅力」を目で耳で、そして肌で感じていただきました。是非、地元の企業に就職して
いただきたいと願っております。

インフォメーション

「北洋銀行ものづくりテクノフェア２０１５」開催報告

開会式風景

出典企業のブースにて
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インフォメーション

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

３．終わりに
北海道の経済発展のためには食、観光とともに、経済波及効果が高く雇用吸収力の高いものづ
くり産業の発展が不可欠であります。北洋銀行では、出資や融資等、円滑な資金供給や販路拡大
支援を通して「ものづくり企業」を積極的に支援してまいります。
また、お客様がこのテクノフェアを通じて得られた商談機会を確実にビジネスチャンスに繋げ
られるよう、引続き最大のサポートをする考えです。
（お問い合わせ先 地域産業支援部 竹山 TEL：０１１‐２６１‐１３２１）

商談専用ブース風景 工業高校生への講話風景

下町ボブスレー（東京都大田区） 玉葱収穫機（訓子府機械工業㈱）

スイートコーン収穫機（オサダ農機㈱） 牧草作業機（㈱IHIスター）
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― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

平成２６年８月号（NO．２１７号）にて、中小企業の事業承継問題を取上げ、後継者の発掘・育成

の重要性や成功のポイントを解説しました。しかし、後継者の発掘・育成は、それ相応の時間が

必要な難しい経営課題なので、後継者の育成が上手く進まず、時間切れになるケースが非常に多

く、社会的に大きな問題になっています。そこで、今回は、後継者がいない場合に、どのように

すれば、ハッピーなリタイアを実現できるのかを解説します。

１．親族承継者・社内後継者がいない場合のハッピー・リタイア方法

ハッピーにリタイアする方法は、大きく分けて、外部承継する方法と平穏に廃業する方法の２

つに分類できます。

（１）外部承継（リタイア時期の公言が重要ポイント）

外部に承継する方法は、スカウトした人材か同業者に承継する方法です。どちらにしても、相

手先を発掘することが第一関門となります。そのために重要なことは、リタイアする目標時期を

明確にし、かつそれを公言することです。もし社内に後継候補者がいるのであれば、公言するこ

とで、後継候補者の疑念（本当に経営権を承継してくれるのか？それはいつなのか？）を払拭す

ることができます。そして、社内に後継候補者がいないのであれば、外部関係者にも公言するこ

とが重要です。外部関係者から、外部承継者に関する情報が提供される可能性があるからです。

①スカウト人材に承継する方法

近々承継することを前提に招き入れた人物へ経営を承継する方法です。スカウトによる後継経

営者の発掘は、一般の幹部社員の採用とは異なり、様々なリスクを背負って経営を引継ごうとす

ることに対する「明確なインセンティブ」を用意しなければなりません。

②同業者に承継する方法

他の企業に承継する方法ですが、中小企業は組織が小さく自律性が低いので、承継者が異業種

事業者である場合には、マネジメント・ノウハウが欠如し、承継が上手く行かない可能性が高い

と言われています。従って中小企業の場合には、同業者が望ましいと言えます。

（２）平穏な廃業

できるだけ事業関係者に迷惑を掛けず、かつ経営者自身の平穏な個人生活を守れるように、事

前に周到な準備を行って、廃業する方法です。返済できない事業借入金がある場合には、解決の

経営のアドバイス

中小企業経営者・小規模事業者の
ハッピー・リタイアについて

株式会社 むらずみ経営
税理士法人 むらずみ総合事務所
代表取締役・代表社員・税理士 玉木 祥夫
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経営のアドバイス

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

事業が移転 
移転対象の資産・債務・契約も移転 

事業譲渡対価の支払 

事業譲渡契約譲渡会社（譲渡者） 承継者

株主

特定の事業
移転対象とした 
資産・債務・契約 

金銭など金銭など

特定の事業
移転対象とした 
資産・債務・契約

上記以外の事業や
資産・債務・契約
は移転しない

株式

株式が移転 
株式を通じ全ての資産・債務・契約も移転 

株式譲渡対価の支払 

株式譲渡契約

譲渡会社

承継者

全事業

金銭など金銭など

全事業

全ての
資産・債務・契約
（隠れた債務も）

全ての
資産・債務・契約
（隠れた債務も）

譲渡会社

株式 株式

株主

難しいテーマとなります。

２．外部承継の一般知識

（１）承継方式（事業譲渡か株式譲渡か）

①事業譲渡方式

事業を経営する会社の支配権（株式）はそのままに、特定の事業（全部でも一部でも可能）と

その事業に関連する財産（資産・債務）と契約関係を特定して、承継者に譲渡する方法です。た

だし、債務を移転させるには、債権者の承認が必要になります。

②株式譲渡方式

一方、株式譲渡方式は、株式の譲渡を通じ、会社の全てを丸ごと承継する方法です。
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項目 事業譲渡方式 株式譲渡方式

不良資産・隠れた債
務・問題契約・訴訟問
題などのリスク遮断

承継させる資産・債務・契約以外の
ものは残るので、リスクを遮断した
い場合に採用される方式です。

全てが承継されるので、リスクを遮
断する必要がない場合に採用される
方式です。

許認可手続

移転する事業に関する許認可も承継
する手続が必要であり、場合によっ
ては許認可を新規に取得しなければ
ならないので、注意が必要です。

経営主体の株主構成の異動なので、
通常は特別な許認可関連手続は不要
です。

譲渡手続

移転する資産・債務・契約などを譲
渡契約で明確にする必要があり、か
つ資産の名義変更、債務については
債権者の承認などが必要なので、手
続が複雑です。

特別な事情がない限り、株式の譲渡
契約のみで済むので、手続が簡便で
す。

経営者が
個人保証している
金融機関借入金

の処理

金融機関借入金の移転はハードルが
高いので、通常は移転対象となりま
せん。受取った譲渡代金などで返済
を考えなければなりません。

現経営者の個人保証は、会社ではな
く経営者自身が保証契約当事者です
ので、株式譲渡によって移転するこ
とはありません。承継者による金融
機関借入金の肩代り返済や保証人変
更（承継者へ）など、現経営者の保
証責任を解除できる方策を織り込む
必要があります。

経営者が自社に
貸付けている
貸付金の処理

移転させないのが通常です。 株式を承継した後、承継者から肩代
り返済を受けるのか、貸付金を放棄
するのか、明確にしなければなりま
せん。放棄する場合には、会社で発
生する債務免除益課税の問題もクリ
アーしなければなりません。

譲渡代金への課税

（平成４９年分までは、
所得税額の２．１％の復
興特別所得税が、別途
課税されます。以下の
所得税でも同じです。）

個人事業主
所得税等の課税対象で、移転する資
産を取得した時から５年以内は短期
譲渡所得として全額総合課税（１５％
～５５％）、５年超は長期譲渡所得と
して１／２総合課税（７．５％～
２７．５％）となるのが原則です（不動
産が含まれる場合は別な課税方式と
なります）。

法人事業主
譲渡損益が当期損益（課税所得）に
取込まれ、課税所得がプラスであれ
ば法人税等が課税されます。

個人株主
取得費を控除した譲渡益に対し２０％
の所得税等（住民税を含む）が課税
されます。

法人株主
譲渡損益が当期損益（課税所得）に
取込まれ、課税所得がプラスであれ
ば法人税等（住民税・事業税を含
む）が課税されます。

③事業譲渡方式と株式譲渡方式の違いと注意点
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― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

帳簿上の 
資産 

１００ 

資産評価減額 
回収不能売掛金 
無価値の在庫 
減価償却不足 
不動産含み損 

３０ 

負債金額減額 
各種引当金 
１０ 帳簿上の

負債 

５０ 

１００－３０ 
＝７０ 実在 

資産額 

７０ 
＋２０ 
＋３０ 
＝１２０

実在 
負債額 

４０ 
＋２０ 
＝６０ 

５０－１０ 
＝４０ 

簿外債務加算 
退職金要支給額 

２０ 

簿外資産加算 
保険解約金 
２０ 

純資産 
価値 

１２０ 
－６０ 
＝６０ 

資産評価加算 
不動産含み益 

３０ 

①時価純資産価値

②将来収益価値

③営業権価値

＝ ＋ または①時価純資産価値

②将来収益価値

③営業権価値

事業価値（企業価値）

（２）譲渡代金の決まり方

中小企業の事業承継において、譲渡者と承継者が、それぞれ事業価値（企業価値）を算定し、

その結果に基づき、交渉により譲渡代金を決定します。事業価値（企業価値）は、下記①の時価

純資産価値をベースに、②の将来収益価値か③の営業権価値を加味して算定するケースが一般的

です。

①時価純資産価値

時価純資産価値は、帳簿上の資産と負債を基に、実在する資産と負債を把握するために必要な

加減調整を行い、実在資産金額から実在負債金額を差引いて求めます。時価純資産価値がマイナ

スになる場合には、ゼロ（無価値）とするか、当初出資額で評価するのが一般的です。事業譲渡

方式の場合には、移転させる資産と負債だけで算定します。
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― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

営業キャッシュフロー修正額
不要となる費用

現経営者の役員報酬など

支払利息

＝ ＋

減価償却費

税引後利益

②将来収益価値

次の計算式で営業キャッシュフローの修正額を求め、その３～５年分の金額で、将来収益の価

値を見積もるのが一般的です。不要となる費用を除外して算定しますので、赤字でも、承継を希

望する同業者が見つかる可能性もあります。

③営業権価値

例えば、プロパンガス小売業など、業界によっては、営業権について独自の相場が成立してい

ることがありますので、その場合には、その営業権価値を加味します。

（３）特殊な譲渡代金の授受方法と課税

①役員退職金として受領

退職金に対する税金が優遇されているので、譲渡代金の一部を退職金として受領することがあ

ります（譲渡契約において承継者に退職金支給を保証させる）。退職金は、退職所得控除（勤続

２０年まで１年毎４０万円、２０年超で１年毎７０万円）後の退職所得金額を計算し、１／２総合課税

（７．５％～２７．５％）により所得税等が課税されます。

②自社への貸付金の返済金として受領

自社への貸付金の返済受領金は、資産である貸付金の戻りなので、金利がなければ所得税等の

課税対象外となります。そこで自社に対する貸付金がある場合には、譲渡代金の一部を貸付金の

返済として受領することがあります（譲渡契約において承継者に借入金返済を保証させる）。

③賃貸料や報酬として受領

承継者が譲渡代金を一括で支払うことができない場合には、一定期間、現経営者が、事業に必

要な資産を承継者に貸付けて賃貸料を受取り、あるいは顧問などとして引続き事業に関わって報

酬を受取ることで、譲渡代金を受領することも可能です。

３．廃業の一般知識

（１）上手な「事業の幕引き」

①廃業に伴う問題事項の事前把握

廃業には、解決しなければならない多くの問題が存在しますので、どんな問題が発生する可能

性があるのかを、事前に検討することが重要です。
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― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

制度の種類 公的支援制度の概要

失業給付制度 事業者の廃業等に伴う離職の場合９０日～３３０日の失業手当が支給されます。

職業訓練制度
再就職を容易にすることを目的とし、国と都道府県（委託機関も含む）が、求
職者に対して、様々な職業に必要な技能・知識の習得が可能な職業訓練事業を
行っています（教材費を除き無料）。

未払賃金
立替払制度

事業者が支払能力を失い給料・賃金（退職金）を支払えない状況になった場
合、独立行政法人労働者健康福祉機構に申請することにより、労働者の年齢に
応じ一人当たり最大８８万円～２９６万円の支払を受けることができます。

生活保護制度
資産や能力等すべてを活用してもなお生活に困窮し、親族等から援助を受けら
れない場合には、健康で文化的な最低限度の生活を維持するための生活保護費
が支給されます。

②廃業時期の明確化とアナウンス

何の前触れもなく突然廃業すると、利害関係者に大きな迷惑を掛けることになります。従業員

は次の職場を、顧客は新しい調達先を、仕入先・外注先は新しい取引先を、それぞれ探さなけれ

ばならないからです。従って、時間的に余裕のある廃業時期を明確にし、事前に利害関係者にア

ナウンスして廃業準備作業を進めなければなりません。

③信頼できる同業者の紹介

自社の商品・製品・サービスへの依存度の高い顧客には、信頼できる同業者などの情報を提供

するよう努めます。

④従業員の解雇手続と転職支援・生活支援

従業員の解雇手続をルール通りに行った上で、再就職を望む従業員には、同業者など再就職先

を探すことが、経営者にとって最後の人事労務マネジメント業務となります。また、転職や生活

を支援するための次のような公的な制度について、情報提供することも求められます。

⑤行政手続

許認可を受けている事業を経営している場合には、廃業に関する届出などが必要です。社会保

険や労働保険についても廃止に伴う届出や申告が必要になります。会社の場合には、⑥の清算結

了までの期間についても、法人税等の申告をしなければなりません。個人事業主の場合には、廃

業した年まで確定申告を行わなければなりません。

⑥会社の解散・清算・結了登記

会社が廃業した場合には、会社を法的に消滅させるための手続を行わなければなりません。こ

の手続に入るための意思決定が株主総会における解散決議です。解散決議の登記後、直ちに清算

活動に入り、全ての契約関係を終了させ、全ての資産を換金し、全ての債務を支払って、残った

お金を株主に分配します（残余財産分配：源泉徴収が必要）。残余財産の分配で清算活動が終わ
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― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

項目 成功事例１ 成功事例２ 成功事例３

ハッピー・リタイア
の形態

スカウト人材への承継 同業者に承継（株式譲渡） 平穏な廃業

経営者年齢 ７７歳 ６６歳 ７０歳

経営形態 会社経営 会社経営 会社経営

事業分野 職別工事業 機械整備業 小売業

事業エリア 札幌市内 地方エリア 札幌近郊

年商 ９，５００万円 ４，８００万円 ６，０００万円

従業員数 ６人 ２人 ３人

銀行借入金 １，４００万円 ３００万円 ２，９００万円

経営者借入金 ０万円 １，４００万円 ０万円

経営者の悩み

後継者と借入金問題で長年
悩んでいたところ、金融機
関からも、経営者として非
常に高齢であることを懸念
されていました。

事業承継者予定の生抜き社
員が、突然退職し、経営者
の心が揺らいでいました
（廃業か、縮小継続か）。

在庫などを処分しても、返
済できない会社借入金が
１，５００万円残り、経営者は
自宅を処分して、保証人と
して返済しなければならな
い状況でした。

ります。最後に、清算結了の登記を行うことで、会社が法的に消滅します。

（２）廃業後の生活基盤の確保

①生活費の確保

第一に検討するのは、公的年金収入や転職による給与収入で生活費を捻出できるか否かです。

もし、捻出できない場合には、貯蓄からの取崩しや自宅などの不動産の売却による生活資金確保

を検討します。それでも足りないときには、親族からの援助や生活保護費受給に頼ることになり

ます。なお、返済できない債務がある場合には、自己破産して債務を整理しなければ、生活保護

を受けることができません。

②返済できなかった自社借入金

返済できなかった自社借入金がある場合において、その借入金を個人保証していたときは、保

証人として、その借入金返済を行わなければなりません。個人で自宅などの不動産を所有してい

るケースでは、それらを売却して得た資金で、返済しなければならないのが原則です。

ただし、廃業後の年金収入や転職による給与収入などがある場合には、自宅を売却せずに、年

金収入・給与収入を原資とした長期分割弁済で債権者と合意できるケースもあります。

４．ハッピー・リタイアの成功事例に学ぶ

（１）成功事例の概要

過去に当社で支援したハッピー・リタイアの事案の中から、３つの成功事例を取上げます。
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― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

実現した
ハッピー・リタイア

の内容

① 得意先の部長に相談し
たところ、後継候補者
を紹介され、採用する
ことができました。

② 後継候補者は、保証人
となることも承諾して
くれたので、それと引
換に、６０％の自社株式
を無償譲渡しました。

③ 後継候補者の活躍によ
り、利益が計上できる
ようになり、金融機関
借入金が約半分まで
減っています。

① 取引金融機関の支店長
の仲介により、地域同
業者への株式譲渡によ
る経営権承継が実現し
ました。

② 自社株式は当初出資額
で譲渡し、自社に貸付
けている貸付金全額の
返済を、承継者に保証
してもらうことができ
ました。

① 金融債権者との交渉の
結果、経営者夫婦が存
命中は、公的年金収入
からの僅かな返済を条
件に自宅処分が猶予さ
れ、居住継続できる廃
業が実現しました。

② 従業員も全員高齢者
で、失業しても、公的
年金収入で生活できる
状況です。

（２）事例から学ぶべき３大ポイント

①小規模事業者・地方経済圏でも実現可能

３つの成功事例とも年商が１億円未満の中小事業であり、成功事例２は周辺人口が１０万人にも

満たない地方エリアで実現できた案件です。従って、企業規模が小さい、あるいは人口の少ない

地方経済圏だからと言って諦めるのは早計です。

②高齢でも間に合うケースも

成功事例１と成功事例３は、経営者が７０歳以上になってから、ハッピー・リタイアが実現して

います。高齢になってからでも、スカウト人材や外部承継者が見つかる場合もありますので、諦

めずに外部へ情報発信することが重要です。

③完済できない事業借入金が残っても救済されるケースも

廃業を先延ばしにすると、経営者自身の生活再建が困難になることから、早期の廃業を促すた

めに、政府（中小企業庁・金融庁）が主導して制定された「経営者保証に関するガイドライン」

が、平成２６年２月１日から運用されています。このガイドラインの中で、早期廃業により、その

まま事業を継続して経営破綻した時と比較し、金融債権者がより多くの弁済を受けられることが

明らかな場合には、真摯な情報開示を条件に、その範囲内での資産保有（場合によっては自宅

も）を許容した保証債務免除を行うべきことを金融機関に要請しています。

実際に、成功事例３のように、公的年金収入からの僅かな返済を条件に、自宅処分が猶予さ

れ、居住継続できる廃業実例もありますので、平穏な廃業を目指すのであれば、問題を引延ばさ

ずに、早期に廃業することも検討すべきです。
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― ２６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

種類 対象者 加入上限・下限 注意点

①個人型確定拠出年金
企業年金に

加入していない個人

上限
①と②併せて
毎月６万８千円

①の下限
年齢に応じ変動

②の下限
月額５千円

� 原則として、脱退
できず、掛金に応
じた老齢給付が支
給されます。

� 運用方法（株式・
債券など）を指定
でき、②③とは違
い、ハイリスク・
ハイリターンの運
用も選べます。

②国民年金基金
自営業者

（国民年金の
第１号被保険者）

� 脱退できず、掛金
に応じた老齢給付
が支給されます。

③小規模企業共済掛金
（中小企業経営者・個人事
業者のための退職金制度）

従業員数２０名（卸売
業・小売業・サービ
ス業は５名）以下の
個人事業主か会社役

員

上限
毎月７万円

下限
毎月１千円

� 任意に解約するこ
とができます（た
だし、最大２０％元
本割れ）。

５．公的年金制度・公的退職金制度での老後生活財源確保の重要性

万が一、自己破産する事態になったとしても、公的年金制度に基づく受給権は、換価処分の対

象とならない財産（自由財産）に該当するので、失われません。自己破産しても、これらの受給

権に基づく年金収入などを受取ることができるので、老後生活を強力に支える財源になります。

特に、設備投資などのために常時借入が必要な事業を営む経営者は、公的年金制度での老後資金

形成を検討すべきです。

公的年金制度は、加入が義務付けられている制度（厚生年金や国民年金）以外に、任意に上乗

加入できる次表の制度があります。これらの制度の掛金は、所得税の所得控除の対象となるの

で、税制面でも大きなメリットがあります。年間所得１，０００万円で月７万円（年間８４万円）の掛

金を納付した場合の所得税・住民税の節税額は約３７万円になり、節税効果は掛金の４３％にもなり

ます。

なお、個人事業者の場合、残された時間は少ないのですが、平成２７年９月末までは、未納と

なっている国民年金保険料を１０年前まで遡って納付可能することができます（この期間を過ぎる

と、原則に戻り２年前までしか納付できなくなります）。
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【経済成長率は鈍化を続ける】

今年の中国の実質GDP成長率は第１四半期、第２四半期とも前年同期比７．０％増となりました。政府

が定めた目標である「７．０％増前後」をクリアした形にありますが、ここ数年のGDP成長率は低下の一

途にあります。GDP成長率の内訳を見るとやや違いが見えます。第１四半期は「消費」が年率４．５％増

だったのに対し、第２四半期は「消費」が同４．０％増まで縮小し、それを「投資」が補う形となってい

ます（第１四半期年率１．２％増→第２四半期同３．７％増）。また、銀行の預金準備率の引下げが今年に

入ってから３回、基準金利の引下げが昨年１１月以来４回となり、特に今年６月２７日には預金準備率と基

準金利を共に引下げる異例の金融緩和措置がとられました。中国では基準金利を基準とした預金の上限

金利が定められてます。貸出においては下限金利が撤廃されていますが、銀行は基準金利に一定の掛目

を乗じ顧客金利を決定しています。貸出基準金利はリーマンショック時より低い水準となっており、市

場への資金供給量増加を強力に推し進めるものとなりました。見方を変えれば各種政策によってGDP成

長率目標を達成したと言えます。

※「Q」は「四半期」

データ出典：中国国家統計局資料

アジアニュース

中国の景気減速について
北洋銀行国際部 調査役
（三菱東京UFJ銀行 広州支店派遣）

湯本 武史
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データ出典：中国人民銀行

【景気減速の実感】

中国の２０１５年第２四半期輸出額は前年同期比２．２％減、輸入額は同１３．６％減となり、当局が目標とす

る今年の貿易額は同６％増の目標達成は困難となっています。日系企業を取巻く環境も徐々に厳しく

なってきているのが現状です。

広東省に多く進出している日系製造業企業の実感として景気は減速しているという意見が大多数で

す。生産量を伸ばしても以前に比べ利益を確保するのが難しくなってきています。要因は地場企業との

競合、円安等様々ですが、一番多く聞かれる意見が人件費の上昇です。毎年各市あるいは各省が定める

最低賃金の上昇に伴い、企業も毎年賃金を上げざるを得ず、中には毎年１０％以上も賃金が上昇している

企業もあります。近年中国ビジネスを手掛けるコンサルティング会社や法律事務所では、中国への進出

よりも、中国からの撤退をテーマとしたセミナーが盛況となってきています。ここ広州市では企業撤退

の動きは大きくありませんが、古くから輸出産業が発達し「世界の工場」としての中国を支えていた広

東省東莞市では企業倒産や生産拠点の東南アジアへの移転が急速に増えています。今年２月にはマイク

ロソフトが東莞市及び北京市のノキア中国工場を閉鎖しています。

【今後の中国経済を支えるのは「内需」】

今後も中国の経済成長率は逓減する見込みにありますが、政府は持続可能な安定成長にもとづく経済

運営をする模様です。そのためには投資主導型経済から消費主導型経済への転換が必要となります。

広州市と東莞市、隣り合う２つの市で企業の撤退状況に違いが出ているのはその産業構造にもあると

思われます。前述の通り東莞市は輸出型製造業が多いのに対し、広州市の主要産業は自動車製造業であ

り、内需型の産業であるためです。既に世界最大の自動車マーケットになっており、且つ毎年販売台数
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が増加している中国市場が広州市の自動車産業を支えています。今後の中国の経済成長を牽引してゆく

エンジンは内需の活性化、そしてその取り込みになっていくと思われます。政府は、農村からの出稼ぎ

労働者への支援を強化することにより、内需を支える都市部の中間所得層を増加させる構えです。２０１４

年７月に発表された「戸籍制度改革を更に進める国務院の意見」では、現在「都市」と「農村」で分か

れている戸籍を一体化し、公的年金や公的医療保険等公共サービスを国民に均等に行きわたるようにす

ることを目指しています。これにより、今まで社会保障が不十分であった「農民工」と呼ばれる農村か

らの出稼ぎ労働者への支援が拡大するとともに、都市部の中間所得層が増加し、中国経済が投資主導型

から消費主導型へ転換していくことが期待されます。

左の写真は広州市中心部の地下街のものです。広

州市の街中を歩いてみると「消費」に対する活気を

強く感じることができます。とにかく買い物客の多

さに驚かされます。時給２～３時間はするコーヒー

を飲んでいる学生もよく見かけます。広州市の常住

人口は１，３００万人と言われており、北海道の人口の

倍以上です。依然所得格差は大きいですが、年々上

昇する賃金を背景に中間層の可処分所得が向上して

くれば、その購買力はかなり大きなものとなりま

す。

中国社会が多額の財政支出が必要となる構造改革

を成し遂げるのは容易ではなく、また金融面では不

動産バブルやシャドーバンキング１、最近では株式

相場の乱高下等様々なリスクも抱えています。ただ

し今や世界経済は中国抜きには成り立たない状況と

なっているのも事実であり、今後も経済状況及び政

府の政策を注視していくべきでしょう。

１シャドーバンキング：銀行融資、株式、社債以外の手段で資金を運用・調達する仕組み。
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４９４ ８４～２４３ ２８２ ２５２ １５８～２３４

牛乳 １リットル 現地産 ２６１～５４４
３７

（２４３ml）
１４１

２７５
（８３０ml）

１５０～２４０

じゃがいも ０．５kg 現地産 １３５～２５９ ２５～９７ ２１１
１６２

（アメリカ産）
４７

（中国産）

オレンジ ０．５kg アメリカ産 ２２７ ２８６
３１０

（１個）
１０８

（１個）
２０３

（中国産）

小麦粉 １kg １９３ ２７７ １６２ ２２５ １１２

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 １１５ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － １０９ １６９ ３２５ ２４６

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８９ １２９ ２６４ １６２ ４０７

ミネラルウォーター ５５０ml ２９ ３１ ２４ １４４ ３３～８７

コーラ ３３０ml コカコーラ ４３ ４７ ４９ ８１ ９６

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

３１９ ３３９ ７０６ ４３３ －

タクシー初乗り ２７９ １９９ １２３ ２８９～３４３ ４１８～５２２

ガソリン １リットル レギュラー １４９ １１７ １０９ ２１６ ７９

トイレットペーパー １０巻 現地製 ６５８ ５６０ ４９４
５８７

（日本製）
３４４

（４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１７７

（現地製）
８８

（現地製）
３３５ ２８６ １９２

洗濯洗剤 １kg 日本製
２６８

（現地製）
２４９

（現地製）
４２３ ２３４ ７００

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １９９ ２９９ ２８２ ３６１ ４１８

電気料金 １kwh 住居用 １２ ９ ５２ ２４ ７

水道料金 １� 住居用 ３８ ６１ ３５ １０５ ７２

新聞 １部 一般紙 １９ １９ １７ ８１ ５８

バス 市内均一区間 ３９ １９～３９ ２８ １０８～１９８ ３５

地下鉄 初乗り ５９ ３９～１３９ ７７ ９９～２１６ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８３，５５０ ８９，５３５ ８３，４８４ ８９，２３６ ７３，１２９

基本料金／月 ９１７ １，１５７ ２，８２４ ４，８９６ ３，１３５

通話料金／分 ４ ４ ２ １３ ３

映画チケット 大人１名 時間帯により変動１，０９７～２，７９３１，１９７～１，５９６７０６～１，５８８ １，０３８ ４１８～８３６

現地価格調査（２０１５年８月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級なスーパーマーケット。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１５年７月３１日仲値
１中国元＝１９．９５円 １タイバーツ＝３．５３円 １シンガポールドル＝９０．３２円 １ロシアルーブル＝２．０９円
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１

武田運輸株式会社 様 札幌市 武田 秀一氏 ２千１百万円

平成２７年７月２日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和３９年設立の貨物運送業者。「安全確実な輸送」をモットーに安定した業績をあげてきた。早くから環
境負荷軽減に着目し、道内初のハイブリッドトラック運行や天然ガス・廃油燃料の使用などの取り組み
を行っている。平成２５年「交通関係環境保全優良事業者等国土交通大臣表彰」を受賞。

２

大高酵素株式会社 様 小樽市 今井 政一氏 ５千万円

平成２７年７月２日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ３年

大正１５年創業の健康食品製造会社。植物エキス醗酵飲料では日本の草分け的存在で、北海道の恵まれた
自然環境の中で健康飲料・化粧品等を製造販売。食品以外にも醗酵オガクズ風呂（イオンハウス）を事
業展開し定評を得ている。平成２４年には「北海道グリーン・ビズ認定程度」に登録。

３

越智建設株式会社 様 苫小牧市 飯坂 一男氏 ９千４百万円

平成２７年７月２日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３億円 ５年

昭和４６年創業の建設業者で、鉄筋コンクリートくい製造及び工事などが主業。主力商品の「オチパイ
ル」及び圧入工法は、低振動・低騒音で効率の良い施工が可能で、道内外で数多くの実績を有する。ま
た、石炭灰をリサイクルして産業廃棄物の削減を図るなどの取り組みを行っている。

４

システムバンク株式会社 様 札幌市 城 克幸氏 ２千万円

平成２７年７月１５日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和５９年設立のソフトウェア開発・販売業者。公営住宅管理システムなどの自治体向けアプリケーショ
ンソフト開発のほか、企業、医療機関などにも製品を提供。設立以来、社員全員が品質および顧客満足
度向上に対する高い意識を持ち、技術力の向上に努めている。

５

株式会社匠工芸 様 東神楽町 桑原 義彦氏 ４千２百万円

平成２７年７月１５日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ３千万円 ５年

昭和５４年設立の木製家具メーカー。「ナチュラル＆クラフトマインド」をコンセプトに、木の素材感を引
き出した家具を製作し、全国の百貨店・家具専門店や海外のショップで取り扱いされている。平成２７年
６月に「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業として認証を受けている。

当行が受託・引き受けした私募債発行企業の一部をご紹介します。

私募債とは？

お客さまが長期固定金利の資金調達を図るために社債を発行し、その社債を限られた

少数の投資家が引き受けるものです。

社債の発行が可能な企業は、一定以上の信用力を持った企業に限られており、企業規

模・財務内容・収益状況についての厳しい基準をクリアする必要があります。よって、

社債の発行を通じて財務健全性がアピールでき、対外的な信用力向上につながります。

私募債発行企業のご紹介

７月の私募債発行企業
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企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

６

丸高水産株式会社 様 札幌市 田名部 實氏 ９千万円

平成２７年７月２１日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） １億円 ５年

昭和３６年設立の水産物販売および水産加工食品製造・販売業者。北海道の新鮮な海の幸と、全国水産加
工たべもの展で「水産庁長官賞」を７度受賞したオリジナル商品を全国に販売。優れた技術やこだわ
り、製品が高く評価され、札幌商工会議所により「北のブランド」に認定されている。

７

株式会社ファインドリームス 様 札幌市 川口 淳氏 １千万円

平成２７年７月２４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

平成１２年設立の通信機器販売業者。札幌、北広島、千歳、浦河で「auショップ」６店舗を運営。企業向
けにも経費削減プランやモバイル環境構築などの提案を行っている。また、環境保全にも積極的に取り
組み、平成２６年「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

８

橋製氷株式会社 様 札幌市 橋 辰男氏 ２千５百万円

平成２７年７月２４日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

昭和５６年設立の製氷および販売業者。最新のコンピュータ制御による製氷設備と、ISO９００１を取得し、
徹底した衛生・品質管理のもと、活性水を－１０℃の低温で４８時間かけ凍らせた純氷を製造。一般家庭向
けから業務用イベント用まで、用途に合わせた様々なタイプの氷を取り揃えている。

９

成田産業株式会社 様 札幌市 成田 和比古氏 １千万円

平成２７年７月２７日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ３年

昭和２７年設立の建設機械・除雪機販売、整備業者。札幌本社のほか旭川に営業所を有し、ヤンマー建設
機械をはじめ各メーカー除雪機の販売を行う。このほか、中古建設機械の販売・レンタルも手掛け、幅
広い価格ニーズに対応。平成２７年「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

１０

株式会社ティーバイティーガレージ 様 札幌市 竹田 武彦氏 ８千万円

平成２７年７月２８日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ５年

平成１９年設立の中古自動車買取業者。設立後８年で全国３０店舗以上を展開し、プロの査定スタッフが全
国各地に無料で駆けつけ、顧客に分かりやすい最良の査定を行っている。リサイクル活動推進やエコド
ライブの実施など、地球環境に配慮した取り組みも積極的に行っている。

１１

株式会社感動いちば 様 札幌市 坂� 雄一郎氏 １千万円

平成２７年７月２９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

平成１８年設立の農産・水産・加工品販売業者。設立以来『北海道より美味しさと感動を全国に』をモッ
トーとして、北海道各地の厳選された商品を産地直送により、全国へ通信販売している。本社事務所の
省エネ活動にも積極的に取り組み、平成２７年「さっぽろエコメンバー」に登録。

１２

株式会社兼正 様 苫小牧市 渡邊 裕己氏 ２千万円

平成２７年７月２９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和３２年創業の建設機械器具販売業者。建設関連の金物、機械工具、電動工具の販売を主業として、苫
小牧市内、胆振管内を中心に３００社超の販売先を有し、順調に業容を拡大。平成２７年「北海道グリー
ン・ビズ認定制度」に登録し、エコ企業として認定されている。

１３

株式会社砂田興産 様 栗山町 砂田 正樹氏 ３千万円

平成２７年７月２９日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

昭和３５年創業の農業機械・除雪機の販売・修理業者。栗山町を本社として恵庭に支店を有し、「多くの
出会い信頼の絆づくり」をコンセプトに、日本の食料自給に貢献。農業機械に精通したスタッフによる
修理、加工、改造といった高い技術力で、顧客の信頼を得ている。
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私募債発行企業のご紹介

― ３３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

企業名 本社所在地 代表者名 資本金
発行年月日 種類 金額 年限
事業内容

１４

株式会社アスカ興業 様 札幌市 鶴嶋 浩二氏 ３千万円

平成２７年７月２９日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年

平成９年設立。株式会社アスカ運輸グループの一社で、グループ内外の車輌リースや不動産管理を主業
とし、駐車場経営や物販等の多角経営で業容を拡大。『地域環境保全』を社会的重要課題と受け止め、環
境保全目標を定めて継続的な改善を図ることに努めている。

１５

しずお建設運輸株式会社 様 士別市 今井 優子氏 ４千万円

平成２７年７月２９日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和４６年設立の土木建設業者。圧倒的な工事施工能力により大規模土木工事を得意とする。最新技術・
機械を駆使し、時代に即した環境づくりを行うことで地域社会に貢献。廃棄物削減の徹底など、環境に
配慮した経営が評価され、平成２５年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

１６

株式会社セイショウ 様 札幌市 吉田 義幸氏 ３千５百万円

平成２７年７月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） １億円 ５年

平成２年に建設業として創業した後、平成１８年には人材派遣事業も行い業容を拡大。建設事業部は安全
とコスト低減を目標に確かな技術で高い信頼を得ている。また、アウトソーシング事業部は顧客の求め
る人材をリアルタイムに提供し、企業と働き手のベストマッチングに努めている。

１７

株式会社大雄設備 様 札幌市 大川原 一博氏 １千万円

平成２７年７月３０日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和５９年設立の管工事業者。ダクトの設計・施工を主業に札幌近郊で病院・学校など多くの施工実績を
有する。長年の業歴で得た熟練の技術・経験により高い信頼を得て順調に業容を拡大。環境保全にも積
極的に取り組み、平成２７年「さっぽろエコメンバー登録制度」に登録。

１８

株式会社標津羊 本舗 様 中標津町 長谷川 眞氏 １千万円

平成２７年７月３１日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

昭和２年創業の老舗菓子メーカー。主力商品「標津羊羹」は北海道産の金時豆とビート糖を主原料に、
食品添加物を一切使用せず、創業時より伝わる製法で丹念に練り上げられており、道東の銘菓として道
内外で愛されている。平成２７年「北海道グリーン・ビズ認定制度」に登録。

１９

札幌軽量急送株式会社 様 札幌市 青田 真氏 １千２百万円

平成２７年７月３１日 北洋エコボンド（保証協会保証付私募債） ３千万円 ５年

昭和５２年設立の運送業者で、市民生活に密着した細やかで高品質の輸送・配送を提供。安全運行と環境
保全に社員一丸となって取り組み、全日本トラック協会より「安全性優良事業所（Gマーク事業所）」、
公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団より「グリーン経営」に認証されている。

２０

株式会社道央通商 様 岩見沢市 山田 童己氏 ５千万円

平成２７年７月３１日 北洋エコボンド（銀行保証付私募債） ５千万円 ５年

昭和４８年設立の運送業者。道内全域を商圏に食料品輸送、引越し業務を手掛ける。安全性向上の環境整
備に取り組み、全日本トラック協会により「安全性優良事業所」に、積極的な環境保全への取り組みが
認められ、交通エコロジー・モビリティ財団より「グリーン経営」に認証・登録。

当行では、私募債の他にも、お客さまの事業活動に必要なご資金の調達ニーズにお応えできる

よう、各種商品・サービスをご用意してサポートいたします。詳しくは、北洋銀行の本支店へお

問い合わせください。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．２ △４．０ ９８．５ △０．４ ９６．０ △５．４ ９７．６ △１．１ １０３．９ ４．９ １０５．０ ６．２

２６年４～６月 ９８．４ △３．４ ９８．８ △３．０ ９５．８ △６．１ ９７．１ △４．５ １０３．２ ０．８ １１０．１ ３．１
７～９月 ９８．０ △０．４ ９７．４ △１．４ ９６．０ ０．２ ９６．６ △０．５ １０３．４ ０．２ １１１．３ １．１
１０～１２月 ９５．５ △２．６ ９８．２ ０．８ ９５．４ △０．６ ９７．５ ０．９ １０４．１ ０．７ １１２．３ ０．９

２７年１～３月 ９７．４ ２．０ ９９．７ １．５ ９７．４ ２．１ ９９．２ １．７ １０７．５ ３．３ １１３．４ １．０
４～６月 p９５．０ △２．５ p９８．２ △１．５ p９７．０ △０．４ p９６．７ △２．５ p１０２．６ △４．６ p１１４．４ ０．９

２６年 ６月 ９６．２ △３．１ ９７．６ △１．９ ９５．４ △１．６ ９６．４ △０．９ １０３．２ △０．５ １１０．１ １．３
７月 ９８．８ ２．７ ９７．５ △０．１ ９６．７ １．４ ９６．９ ０．５ １０３．０ △０．２ １１０．７ ０．５
８月 ９６．９ △１．９ ９６．７ △０．８ ９４．１ △２．７ ９４．９ △２．１ １０４．４ １．４ １１１．７ ０．９
９月 ９８．４ １．５ ９８．１ １．４ ９７．３ ３．４ ９７．９ ３．２ １０３．４ △１．０ １１１．３ △０．４
１０月 ９６．５ △１．９ ９８．５ ０．４ ９７．０ △０．３ ９８．０ ０．１ １０２．３ △１．１ １１１．２ △０．１
１１月 ９５．１ △１．５ ９７．９ △０．６ ９５．１ △２．０ ９７．３ △０．７ １０３．２ ０．９ １１２．４ １．１
１２月 ９４．８ △０．３ ９８．１ ０．２ ９４．１ △１．１ ９７．１ △０．２ １０４．１ ０．９ １１２．３ △０．１

２７年 １月 ９７．１ ２．４ １０２．１ ４．１ ９７．６ ３．７ １０２．４ ５．５ １０５．０ ０．９ １１１．８ △０．４
２月 ９７．１ ０．０ ９８．９ △３．１ ９７．０ △０．６ ９７．９ △４．４ １０６．０ １．０ １１３．０ １．１
３月 ９８．１ １．０ ９８．１ △０．８ ９７．５ ０．５ ９７．３ △０．６ １０７．５ １．４ １１３．４ ０．４
４月 ９７．３ △０．８ ９９．３ １．２ ９７．６ ０．１ ９７．９ ０．６ １０５．８ △１．６ １１３．８ ０．４
５月 r ９１．７ △５．８ ９７．２ △２．１ r ９４．２ △３．５ ９６．０ △１．９ r１０２．４ △３．２ １１２．９ △０．８
６月 p９６．０ ４．７ p９８．０ ０．８ p９９．３ ５．４ p９６．３ ０．３ p１０２．６ ０．２ p１１４．４ １．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５０△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０１９ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３０ ０．０

２６年４～６月 ２２８，５９２△２．４ ４６，９３３△２．５ ４６，０６３ △７．８ １５，１３８ △５．３ １８２，５２９ △０．９ ３１，７９４ △１．１
７～９月 ２３６，２５５ １．６ ４８，７５６ １．６ ４９，２０９ △１．１ １５，６３２ ０．８ １８７，０４６ ２．３ ３３，１２４ １．９
１０～１２月 ２６５，１６８ １．０ ５４，９０９ １．２ ６０，１９５ △１．１ １９，３０３ ０．４ ２０４，９７３ １．６ ３５，６０６ １．６

２７年１～３月 ２３７，５４８△４．２ ４９，３５２△３．９ ５４，０８０ △６．８ １６，９４５ △６．９ １８３，４６８ △３．４ ３２，４０６ △２．３
４～６月 p２３８，７０９ ４．４ p ４９，４２１ ５．３ p ４８，００３ ４．２ p １６，０３４ ５．９ p１９０，７０６ ４．５ p ３３，３８７ ５．０

２６年 ６月 ７８，３４２△１．１ １６，３１９△１．２ １６，４４４ △４．５ ５，４０４ △３．３ ６１，８９９ △０．１ １０，９１６ △０．１
７月 ８０，７８９ １．１ １７，１７７ ０．３ １７，６４５ △１．５ ６，００７ △０．６ ６３，１４４ １．８ １１，１７０ ０．８
８月 ８０，８８１ ２．５ １６，２６６ ２．８ １５，７６３ ０．５ ４，７３９ １．９ ６５，１１８ ３．０ １１，５２７ ３．２
９月 ７４，５８５ １．１ １５，３１３ １．７ １５，８０１ △２．３ ４，８８６ １．６ ５８，７８４ ２．１ １０，４２７ １．７
１０月 ７８，５３３ ０．８ １６，０６５ １．０ １７，３５６ △１．１ ５，２９３ △０．２ ６１，１７８ １．４ １０，７７２ １．５
１１月 ８２，１２９ ３．２ １７，２８６ １．９ １８，５１７ ０．９ ６，１７３ １．１ ６３，６１２ ３．９ １１，１１４ ２．４
１２月 １０４，５０６△０．６ ２１，５５８ ０．７ ２４，３２２ △２．６ ７，８３８ ０．２ ８０，１８４ △０．０ １３，７２０ １．１

２７年 １月 ８０，８５３△０．１ １７，２１５ ０．６ １８，５４８ △１．５ ５，９９５ △０．９ ６２，３０５ ０．３ １１，２２０ １．４
２月 ７３，２６６ １．４ １４，９８６ ２．０ １６，３４２ ４．２ ４，９２５ ２．９ ５６，９２４ ０．６ １０，０６１ １．６
３月 ８３，４３０△１１．９ １７，１５０△１２．３ １９，１９０ △１８．４ ６，０２５ △１８．２ ６４，２３９ △９．８ １１，１２６ △８．８
４月 ７８，５０２ ７．７ １６，０８０ ９．５ １５，６４５ １１．３ ５，２２３ １３．２ ６２，８５７ ６．８ １０，８５８ ７．９
５月 r ８１，６６０ ５．６ １６，９２８ ６．３ １６，３５６ ５．１ ５，４１８ ５．８ r ６５，３０４ ５．７ １１，５１０ ６．５
６月 p ７８，５４７ ０．３ p １６，４１２ ０．６ p １６，００２ △２．７ p ５，３９３ △０．２ p ６２，５４５ １．０ p １１，０２０ １．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２３年度 － － － － － － － － － － － －
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７７９ － ２１０，８６４ － ４７，６４０ － １２８，５２２ － ３２，４０８ －

２６年４～６月 ２７，２６１ － ９，２３８ － ５１，２２３ － １１，３５１ － ３５，２７７ － ８，３８５ －
７～９月 ３１，８４１ － １０，６３６ － ５４，０８８ － １２，１３８ － ３１，８０７ － ８，０５７ －
１０～１２月 ３５，９５４ － １１，１８３ － ５３，０００ － １２，３１５ － ３６，５５２ － ８，８６８ －

２７年１～３月 ３４，９８３△２７．３ １０，７２２△２４．９ ５２，５５３ ２．１ １１，８３６ △２．９ ２４，８８６ △１１．４ ７，０９７ △１２．９
４～６月 p ２９，２７５ ７．４ p ９，７１５ ５．２ p ５３，８２３ ５．１ p １２，６９２ １１．８ p ３６，７３５ ４．１ p ８，６９５ ３．７

２６年 ６月 ９，７８３ － ３，４１０ － １７，３３６ － ３，９７９ － １１，５２５ － ２，７３４ －
７月 １０，２４１ － ３，９４６ － １８，１８４ － ４，１６９ － １１，０３７ － ２，７８０ －
８月 １１，２８８ － ３，５６３ － １８，３９４ － ４，０８０ － １１，１６７ － ２，７６１ －
９月 １０，３１２ － ３，１２８ － １７，５１０ － ３，８８９ － ９，６０３ － ２，５１６ －
１０月 １０，０６７ － ２，９９０ － １７，２８１ － ３，９２４ － １１，０４７ － ２，６３０ －
１１月 １１，６０９ － ３，４８７ － １７，３７０ － ３，９１０ － １１，４２９ － ２，７６６ －
１２月 １４，２７８ － ４，７０６ － １８，３４９ － ４，４８１ － １４，０７６ － ３，４７２ －

２７年 １月 １１，８７６△１２．４ ３，６２２△１１．６ １８，９５６ ９．１ ３，８８５ ３．１ ８，３２２ △４．８ ２，３２３ △６．１
２月 ９，５４８△１６．５ ３，０２５△１５．３ １７，２６６ ４．３ ３，７８９ ５．１ ６，９６７ △４．４ ２，１７４ △３．５
３月 １３，５５９△４１．４ ４，０７６△３８．３ １６，３３１ △６．８ ４，１６１ △１３．５ ９，５９７ △２０．３ ２，６００ △２４．０
４月 ９，７９９ １２．４ ３，１６６ １０．３ １７，１０４ △８．５ ３，９９１ １２．６ １１，６８２ ８．７ ２，８３４ ５．１
５月 ９，８２５ １２．２ ３，２９３ １１．３ １７，７８６ １７．０ ４，３９０ １４．７ １３，８０８ ６．２ ３，１７３ ７．４
６月 p ９，６５１△１．３ p ３，２５５△４．５ p １８，９３３ ９．２ p ４，３１２ ８．４ p １１，２４５ △２．４ p ２，６８８ △１．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ ２５５，７０６ △５．０ ２８４，０４４ △１．３ １０，７９１ △３．８ ３５１ △２１．０
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４３８ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３

２６年４～６月 １２７，９７３ ２．８ ２５，５７４ ５．２ ２７５，６４８ １１．２ ２８２，１１４ △１．１ ２，８３０ △０．８ １５９ ２４．６
７～９月 １４２，２８１ ３．９ ２７，７０９ ５．２ ２４８，８４６ ２．６ ２７９，２１４ △１．６ ３，７９２ △０．８ ２４８ ２７．２
１０～１２月 １３４，３２０ ３．５ ２６，８１２ ５．６ ２５９，１７１ △８．１ ３００，４０４ △０．４ ２，９６６ ０．７ ２３５ ４３．９

２７年１～３月 １２３，８６０ ３．１ ２５，３４３ ５．０ ２５４，２０９ △３．５ ２９１，０１９ △４．０ ２，７２１ ２．７ ２８８ ４６．５
４～６月 １３３，３４４ ４．２ ２７，２１９ ６．４ ２５０，６２５ △９．１ ２８５，１８８ １．１ ２，９３４ ３．７ ２３５ ４７．９

２６年 ６月 ４４，４３０ ２．５ ８，６８２ ４．９ ２６１，９０４ １４．１ ２７２，７９１ １．３ １，０５３ △２．３ ５７ ７．２
７月 ４８，８３６ ４．０ ９，５２３ ５．７ ２６３，６７４ １０．７ ２８０，２９３ △２．０ １，１８０ △０．２ １０３ ３０．６
８月 ４８，８３２ ３．４ ９，４４４ ４．４ ２５６，４４２ ２．２ ２８２，１２４ △０．９ １，３９６ △１．９ ８６ ２５．８
９月 ４４，６１３ ４．３ ８，７４２ ５．６ ２２６，４２３ △５．０ ２７５，２２６ △１．９ １，２１６ △０．１ ６０ ２３．８
１０月 ４４，７３２ ３．８ ８，９３５ ６．０ ２６１，２４７ △３．４ ２８８，５７９ △０．７ １，１１１ △０．１ ７４ ３４．９
１１月 ４２，９７７ ２．７ ８，６２８ ５．２ ２２９，５７２ △８．１ ２８０，２７１ ０．３ ９２７ ２．２ ６３ ４９．８
１２月 ４６，６１１ ３．９ ９，２４９ ５．６ ２８６，６９４ △１２．０ ３３２，３６３ △０．６ ９２８ ０．２ ９９ ４７．５

２７年 １月 ４１，８９５ ４．３ ８，４３７ ６．２ ２４８，９４７ ０．１ ２８９，８４７ △２．４ ８４８ ０．４ ９５ ３３．５
２月 ３８，３８３ ２．７ ７，８５２ ５．１ ２３４，８６５ １．４ ２６５，６３２ △０．４ ８９５ ８．１ １１１ ４７．１
３月 ４３，５８２ ２．１ ９，０５４ ３．８ ２７８，８１６ △１０．２ ３１７，５７９ △８．１ ９７７ ０．２ ８２ ６４．２
４月 ４２，７５１ ８．０ ８，７９２ ８．４ ２５９，１９１ △１４．４ ３００，４８０ △０．５ ８２２ ４．６ ６９ ５７．４
５月 ４５，６４０ ３．８ ９，３４４ ６．４ ２５１，７０６ △４．０ ２８６，４３３ ５．５ １，０２９ ３．７ ８５ ４７．４
６月 ４４，９５３ １．２ ９，０８３ ４．６ ２４０，９７７ △８．０ ２６８，６５２ △１．５ １，０８３ ２．９ p ８１ ４１．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ １，５３９ ０．９ ４０，５０２ ８．３ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８

２６年４～６月 ８，９１５ △８．９ ２，１８８ △９．３ ６３０ ２．６ １１，７０３ △５．３ ２２，７５１ △０．４
７～９月 ８，８３１ △１５．８ ２，２２５ △１３．６ ４９４ △８．９ １１，３５６ △７．８ ２４，７５１ ２．４
１０～１２月 ９，６１８ △０．７ ２，３４０ △１３．８ ３０７ △１７．４ １１，４４３ △３．０ ２２，４１９ △２．６

２７年１～３月 ４，８６１ △３．０ ２，０５２ △５．４ ３３９ △１１．７ １０，５１０ △６．１ ２７，８８５ ３．３
４～６月 ９，４４８ ６．０ ２，３５５ ７．６ ５０３ △２０．１ １２，０２９ ２．８ ２５，５８０ １２．４

２６年 ６月 ３，１２０ △１２．５ ７５８ △９．５ ２２１ １１．６ ４，１８０ ３．０ ８，１６６ △３．０
７月 ２，９５３ △４．７ ７２９ △１４．１ １７３ △２０．９ ３，７９９ △６．１ ７，２１６ １．１
８月 ２，８２２ △１９．０ ７３８ △１２．５ １６０ △９．７ ３，８９２ △０．５ ６，８２４ △３．３
９月 ３，０５６ △２１．６ ７５９ △１４．３ １６０ １０．２ ３，６６６ △１６．０ １０，７１０ ７．３
１０月 ３，４１９ △５．３ ７９２ △１２．３ １１６ △１１．３ ４，６６８ １５．３ ６，９８１ △４．９
１１月 ３，４６５ ３７．５ ７８４ △１４．３ ９２ △３２．２ ３，５２４ △７．６ ６，６０３ △１４．６
１２月 ２，７３４ △２３．１ ７６４ △１４．７ ９９ △６．１ ３，２５１ △１７．５ ８，８３４ １１．４

２７年 １月 １，０１３ △２０．０ ６７７ △１３．０ ６２ ６０．８ ３，４７４ △１０．２ ６，７２９ １．９
２月 １，５６４ １８．３ ６７６ △３．１ ２１７ ３４．４ ４，０６２ １３．５ ７，４１６ ５．９
３月 ２，２８４ △５．７ ６９９ ０．７ ６０ △６７．５ ２，９７５ △２０．７ １３，７４０ ２．６
４月 ３，４０２ ５．１ ７５６ ０．４ １８６ △１８．５ ４，２６９ ７．２ ８，４１３ ３．０
５月 ２，７７３ ８．４ ７１７ ５．８ １６５ △９．１ ３，９００ １０．１ ７，６５０ １９．３
６月 ３，２７３ ４．９ ８８１ １６．３ １５３ △３０．８ ３，８６１ △７．６ ９，５１８ １６．６

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９

２６年４～６月 ４３，８５５ △５．６ １１，３８４ △７．３ １６，１０３ △８．３ １６，３６８ △１．４ ９７６，４３７ △１．９
７～９月 ４６，５７２ △６．２ １３，７５９ ４．５ １５，９４７ △１１．９ １６，８６６ △８．２ １，１０４，５２４ △４．７
１０～１２月 ３８，２８９ △７．６ １０，４２５ △１１．９ １２，３２２ △１０．０ １５，５４２ △２．３ １，０２８，５１９ △５．８

２７年１～３月 ５０，６８７ △１７．５ １５，３７２ △１５．８ １５，９８７ △２１．１ １９，３２８ △１５．７ １，３４４，０２９ △１５．５
４～６月 ４２，２８６ △３．６ １２，５３０ １０．１ １６，６６０ ３．５ １３，０９６ △２０．０ ９０７，７２３ △７．０

２６年 ６月 １７，００３ △４．５ ４，５１５ △２．７ ６，５６８ △１．８ ５，９２０ △８．６ ３７９，２４２ ０．１
７月 １８，００２ △４．６ ５，０１４ ２．２ ７，０７４ △４．４ ５，９１４ △９．８ ３９１，３７６ △２．６
８月 １１，７３７ △８．３ ３，４５０ △０．３ ４，０２２ △１３．０ ４，２６５ △９．６ ２８１，３２５ △９．５
９月 １６，８３３ △６．４ ５，２９５ １０．３ ４，８５１ △２０．２ ６，６８７ △５．８ ４３１，８２３ △３．２
１０月 １３，０６２ △７．１ ３，６６４ △５．２ ４，４９９ △１３．５ ４，８９９ △１．９ ３２８，３２９ △７．４
１１月 １２，８２２ △１３．７ ３，５６２ △１６．３ ４，１４８ △１４．２ ５，１１２ △１１．４ ３３９，８４３ △１０．２
１２月 １２，４０５ △０．９ ３，１９９ △１３．８ ３，６７５ ０．４ ５，５３１ ７．５ ３６０，３４７ ０．３

２７年 １月 １１，２６９ △２６．９ ３，０１６ △３４．７ ３，８９７ △１９．４ ４，３５６ △２６．９ ３４４，０４０ △２０．７
２月 １３，７０１ △２３．６ ４，０２４ △２２．２ ４，２７０ △２５．２ ５，４０７ △２３．２ ４１３，１９２ △１５．８
３月 ２５，７１７ △８．６ ８，３３２ △１．７ ７，８２０ △１９．５ ９，５６５ △３．７ ５８６，７９７ △１１．９
４月 １３，０９２ △２．１ ４，０４３ ２０．５ ５，２１６ ３．２ ３，８３３ △２２．８ ２６３，３７４ △１０．１
５月 １２，３９６ △８．１ ３，６００ ２．４ ４，６９０ ４．６ ４，１０６ △２５．２ ２７９，４１９ △８．２
６月 １６，７９８ △１．２ ４，８８７ ８．２ ６，７５４ ２．８ ５，１５７ △１２．９ ３６４，９３０ △３．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２３年度 ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ０．４６ ０．６２ ２２，７５１ １０．７ ６０２，７３６ １３．１ ５．２ ４．５
２４年度 ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８０ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３６５ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５

２６年４～６月 ４２２，００４ ２０．５ ４６，５６３ １４．４ ０．７７ ０．８９ ２９，９９１ ７．６ ７２３，９７４ ７．２ ４．１ ３．７
７～９月 ２６５，９６８ △２４．４ ４１，５３２ △３．９ ０．８５ ０．９７ ３０，０７６ ３．６ ７３７，５９３ ３．９ ３．４ ３．６
１０～１２月 １０１，０４３ △１８．７ ３０，５４２ △６．０ ０．９１ １．０５ ２７，３１６ ３．６ ６９７，４８２ １．５ ４．４ ３．３

２７年１～３月 ８６，３５０ △２９．０ ２６，５８４ △９．３ ０．９１ １．１０ ３２，２７０ ５．５ ７９６，１９７ ３．６ ３．８ ３．５
４～６月 ３６２，４３９ △１４．１ ４５，２２０ △２．９ ０．８８ ０．９８ ３１，５９２ ５．３ ７３６，９８０ １．８ ３．４ ３．５

２６年 ６月 １３５，２６５ ６．６ １５，８５５ １４．３ ０．７９ ０．９０ ２８，９６６ ５．４ ７０３，６４１ ８．６ ４．１ ３．７
７月 １２３，４３０ △２３．０ １６，２７３ ３．５ ０．８３ ０．９５ ３１，２８１ ２．２ ７６５，４０３ ４．８ ↑ ３．８
８月 ７４，８５４ △２７．８ １１，２７６ △８．１ ０．８５ ０．９７ ２８，２１４ ２．２ ６９２，２８５ △０．１ ３．４ ３．５
９月 ６７，６８４ △２３．１ １３，９８４ △８．２ ０．８８ １．００ ３０，７３４ ６．３ ７５５，０９０ ７．０ ↓ ３．５
１０月 ５２，６３８ △２１．０ １３，１６１ △７．４ ０．９０ １．０２ ３２，２０３ １．６ ８００，５７４ １．８ ↑ ３．５
１１月 ２５，０６２ △２９．６ ８，４３７ △１０．４ ０．９１ １．０４ ２５，８８８ １．１ ６５７，６５６ △３．３ ４．４ ３．３
１２月 ２３，３４３ ５．８ ８，９４４ １．０ ０．９２ １．０９ ２３，８５７ ９．５ ６３４，２１６ ６．７ ↓ ３．２

２７年 １月 １２，０９１ １８．２ ６，７０８ △１３．７ ０．９０ １．１０ ３１，９６４ ５．７ ８３５，０７８ ３．４ ↑ ３．５
２月 １４，２４８ ８．３ ７，１２２ ２．３ ０．９１ １．１１ ３１，２７７ ４．６ ７７６，２３６ １．９ ３．８ ３．５
３月 ６０，０１１ △３８．９ １２，７５５ △１２．４ ０．９０ １．０８ ３３，５６９ ６．２ ７７７，２７６ ５．５ ↓ ３．５
４月 １４９，１７２ △７．７ １８，３６１ ４．４ ０．８５ ０．９８ ３３，７６２ ５．２ ７７３，１８８ １．３ ↑ ３．６
５月 １０４，９８１ △１６．１ １１，２９４ △１４．０ ０．８８ ０．９６ ２９，６９０ ２．７ ６８１，４０４ △３．３ ３．４ ３．４
６月 １０８，２８６ △１９．９ １５，５６４ △１．８ ０．９１ ０．９９ ３１，３２５ ８．１ ７５６，３４７ ７．５ ↓ ３．４

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２２年＝１００ 前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２３年度 １００．３ ０．４ ９９．８ ０．０ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 １００．３ ０．０ ９９．６ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 １０１．５ １．２ １００．４ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １０４．５ ３．０ １０３．２ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７

２６年４～６月 １０４．７ ３．９ １０３．３ ３．３ ７７ △１９．８ ２，６１３ △８．０ １０２．１４ １５，１６２
７～９月 １０４．９ ３．５ １０３．５ ３．２ ７３ △３．９ ２，４３６ △８．６ １０３．９２ １６，１７４
１０～１２月 １０４．９ ２．８ １０３．４ ２．７ ５９ △１４．５ ２，２２２ △１３．６ １１４．５６ １７，４５１

２７年１～３月 １０３．５ １．７ １０２．７ ２．１ ８２ △１０．９ ２，２７２ △７．６ １１９．０７ １９，２０７
４～６月 １０４．２ △０．５ １０３．４ ０．１ ６１ △２０．８ ２，２９６ △１２．１ １２１．３５ ２０，２３６

２６年 ６月 １０４．９ ３．８ １０３．４ ３．３ ２６ △２３．５ ８６５ △３．５ １０２．０５ １５，１６２
７月 １０４．８ ３．７ １０３．５ ３．３ ２４ △１１．１ ８８２ △１３．９ １０１．７２ １５，６２１
８月 １０４．９ ３．６ １０３．５ ３．１ ２８ ３．７ ７２７ △１１．２ １０２．９６ １５，４２５
９月 １０５．０ ３．１ １０３．５ ３．０ ２１ △４．５ ８２７ ０．８ １０７．０９ １６，１７４
１０月 １０５．０ ３．０ １０３．６ ２．９ ２２ △１５．４ ８００ △１６．５ １０８．０６ １６，４１４
１１月 １０４．８ ２．８ １０３．４ ２．７ １４ △４４．０ ７３６ △１４．６ １１６．２２ １７，４６０
１２月 １０４．８ ２．７ １０３．２ ２．５ ２３ ２７．８ ６８６ △８．５ １１９．４０ １７，４５１

２７年 １月 １０３．７ １．９ １０２．６ ２．２ ２３ △２８．１ ７２１ △１６．５ １１８．２４ １７，６７４
２月 １０３．１ １．５ １０２．５ ２．０ ２０ ０．０ ６９２ △１１．５ １１８．５７ １８，７９８
３月 １０３．７ １．６ １０３．０ ２．２ ３９ △２．５ ８５９ ５．５ １２０．３９ １９，２０７
４月 １０４．０ △０．３ １０３．３ ０．３ ２４ △２５．０ ７４８ △１８．１ １１９．５５ １９，５２０
５月 １０４．２ △０．６ １０３．４ ０．１ １６ △１５．８ ７２４ △１３．１ １２０．７４ ２０，５６３
６月 １０４．３ △０．６ １０３．４ ０．１ ２１ △１９．２ ８２４ △４．７ １２３．７５ ２０，２３６

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１５年９月号

洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３０　ＩＣＳ／本文　※柱に注意！／０００～０００　主要経済指標　※項目増  2015.08.17 11.39.01  Page 37 
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●道内経済の動き 
●道内景気の動向と円安の影響 
●｢北洋銀行ものづくりテクノフェア2015」開催報告 
●中小企業経営者・小規模事業者のハッピー・リタイアについて 
●中国の景気減速について 

調査レポート 2015.9月号（No.230） 
平成27年 （2015年） 8月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 

ｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２３０　ＩＣＳ／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2015.08.20 14.33.41  Page 1 
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